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年金事務所は、事業所の調査、強制徴収、年金相談などの地域
に密着した対人業務に集中

ブロック本部は現場管理・支援機
能等に重点化し、機能性を重視し
たスリムな組織体制とする

本部の管理部門・企画部門を拡充
し、ガバナンス機能の強化を図り、
内部統制のとれた組織体制を構築

事務セﾝﾀｰ（47）

１．日本年金機構の組織の全体像

※事務センターは刷新システム稼
働後にブロック単位に広域集約
予定

※

ブロック本部（9）ブロック本部（9）

本 部本 部

1060人程度

740人程度

3050人程度

年金事務所（312）年金事務所（312）

7430人程度

対面を要しない届書処理業務
等の事務センターへの集約化
を徹底

（注1）人員数には正規職員に加えて准職員（1400人）を含む
（注2）現下の年金記録問題への対応・年金事務所の窓口業務等の体制を考慮し、事務センターと年金事務所の人員配分については別途検討



　　　　※（　　）内「Ｇ」はグループ

　

監査部（監査企画Ｇ、本部監査Ｇ、監査１～９Ｇ）

厚生年金保険部（適用企画指導Ｇ、徴収企画指導Ｇ）

業務渉外部（債権整理・調査Ｇ、渉外業務Ｇ）

ｼｽﾃﾑ開発部（年金給付ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、記録管理ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ開発G）

理　　事
(システム部門担当) ｼｽﾃﾑ企画部（制度改正ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務改善ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ企画Ｇ）

記録問題対策部 （記録問題対策Ｇ、記録整備事業Ｇ）

サービス推進部（サービス推進Ｇ、業務改善Ｇ、お客様相談室Ｇ）

ｼｽﾃﾑ統括部（IT・ｼｽﾃﾑ統括Ｇ、ｼｽﾃﾑ刷新企画G、ｼｽﾃﾑ刷新開発G）

理　　事
（事業管理部門担当）

年金相談部 （相談企画Ｇ、相談指導Ｇ、第１ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第２ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第３ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ）

理　　事
（事業企画部門担当）

事業企画部（事業企画Ｇ、事業統計Ｇ、国際事業Ｇ）

調達部（調達１～２Ｇ）

理 事 長

理　　事
(人事・会計部門担当)

副理事長
(統括管理部門担当)

人事管理部（人事Ｇ、人事評価Ｇ、採用Ｇ）

労務管理部（労務管理Ｇ、安全衛生・厚生Ｇ、給与Ｇ）

研修部（管理Ｇ、研修・育成Ｇ）

会計部（出納Ｇ、管財Ｇ）

障害年金業務部（障害年金１～２Ｇ）

監事室

国民年金部（適用収納企画指導Ｇ、強制徴収企画指導Ｇ）

年金給付部（給付企画Ｇ、給付指導Ｇ）

経営企画部（経営企画Ｇ、総合調整Ｇ、広報Ｇ）

リスク・コンプライアンス部（コンプライアンス・法務Ｇ、リスク管理Ｇ）

総務部（総務Ｇ、個人情報保護Ｇ、情報公開Ｇ）

予算管理部（予算管理１～２Ｇ）

理　　事
(近畿ブロック本部長)

品質管理部（品質管理Ｇ、外部委託管理Ｇ）

監　事（２）

非常勤理事（４）

ｼｽﾃﾑ運用部（ｼｽﾃﾑ設備運用Ｇ、年金給付ｼｽﾃﾑ運用G、記録管理ｼｽﾃﾑ運用G）

支払業務部 （支払１～１２Ｇ）

記録管理部 （記録管理Ｇ、記録業務Ｇ、記録提供Ｇ）

理　　事
(南関東ブロック本部長)

理　　事
(全国一括業務部門担当)

業務管理部（業務管理Ｇ、業務調整Ｇ）

○日本年金機構に引き継がれることとなる年金記録問題に組織横断的に対応するため、理事長を本部長とし
　関係部門の理事を副本部長及び本部員とする「年金記録問題対策本部」を設置。・・・・（別図参照）

理事長、副理事長、常勤理事（７）、監事（２）　　　　２８部・室　９１グループ　　　　　   　　合計：１０６０人程度

【年金記録問題対策本部事務局】
・年金記録問題に係る対策の企画・
  実施・進捗管理
・年金記録問題に係る国（年金局、
　年金記録確認中央第三者委員会
  等）との調整、関係機関等への協
  力依頼
・コンピュータ記録と紙台帳との突合
  せに関する企画・実施・進捗管理
・標準報酬等の遡及訂正事案に関
  する対応への企画･実施･進捗管理
・ブロック本部への指示、作業要員・
  端末等配備の調整

【記録管理部】
・年金記録訂正の困難事例の判断
・ねんきん定期便の実施
・インターネットによる記録照会サービスの実施

【支払業務部】
・年金記録訂正に伴う年金給付の再裁定処理、支払

【年金相談部】
・ねんきん定期便の相談

２．年金記録問題への対応体制

《年金記録問題
　対策本部長》

《副本部長》

《副本部長》

《本部員》

《本部員》

《本部員》
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（別図）

○ 日本年金機構に引き継がれることとなる年金記録問題への対応については、理事長のリーダーシップの下、
組織横断的に全力を挙げて取り組む。

○ そのため、機構本部に理事長を本部長とする「年金記録問題対策本部」を設置。

○ また、組織運営全般の管理を担当する副理事長及び業務運営全般の企画を担当する事業企画部門担当
理事を副本部長とする。

○ 年金記録問題対策本部の事務局は、事業企画部門に設置する「記録問題対策部」において担当する。

【年金記録問題対策本部の体制（案）】

副 本 部 長
（副理事長〈統括管理部門担当〉）

《記録問題対策部の主な所掌事務》

・年金記録問題に係る対策の企画・実施・進捗管理
・年金記録問題に係る国（年金局、年金記録確認中央第三者委員会等）との
調整、関係機関等への協力依頼

・コンピュータ記録と紙台帳との突合せに関する企画・実施・進捗管理
・標準報酬等の遡及訂正事案に関する対応への企画・実施・進捗管理
・ブロック本部への指示、作業要員・端末等配備の調整 等

・年金記録訂正の困難事例の判断
・ねんきん定期便の実施
・インターネットによる記録照会サー
ビスの実施

・年金記録訂正に伴う年金給付の
再裁定処理、支払

年金相談部
・ねんきん定期便の相談

記録管理部

支払業務部

本 部 員
（事業管理部門担当理事）

本 部 員
（全国一括業務部門担当理事）

本 部 員
（システム部門担当理事）

【記録問題対応関係部署】

副 本 部 長
（事業企画部門担当理事）

対策本部事務局
（記録問題対策部）

本 部 長
（理事長）
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（参考）年金記録問題への対応体制の全体イメージ

日本年金機構

本 部

【記録問題対策部】

ブロック本部

【管理部】

【事務センター】
※都道府県単位

（記録審査ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

年金事務所

（年金記録課）

（お客様相談室）

年金記録問題に係る対策の企画・実施・進捗管理

年金記録問題に係る国（年金局、年金記録確認中央第三者委員会等）との調整、関係
機関等への協力依頼

コンピュータ記録と紙台帳との突合せに関する企画・実施・進捗管理

標準報酬等の遡及訂正事案に関する対応への企画・実施・進捗管理

ブロック本部への指示、作業要員・端末等配備の調整 等

年金記録問題に係る対策の企画・実施・進捗管理

年金記録問題に係る国（年金局、年金記録確認中央第三者委員会等）との調整、関係
機関等への協力依頼

コンピュータ記録と紙台帳との突合せに関する企画・実施・進捗管理

標準報酬等の遡及訂正事案に関する対応への企画・実施・進捗管理

ブロック本部への指示、作業要員・端末等配備の調整 等

管内事務センター、年金事務所の作業計画の進捗管理・見直し指示

有期雇用職員・派遣職員等作業要員の確保・要員調整

端末装置の配置調整、本部への報告・調整 等

管内事務センター、年金事務所の作業計画の進捗管理・見直し指示

有期雇用職員・派遣職員等作業要員の確保・要員調整

端末装置の配置調整、本部への報告・調整 等

有期雇用職員・派遣職員等が行う紙台帳とコンピュータ記録の突合せの作業管理

突合せ結果の確認、不一致記録の審査、本人に対する記録訂正の確認依頼、記録

訂正処理等

年金記録確認地方第三者委員会への進達書類の内容確認・連絡調整 等

有期雇用職員・派遣職員等が行う紙台帳とコンピュータ記録の突合せの作業管理

突合せ結果の確認、不一致記録の審査、本人に対する記録訂正の確認依頼、記録

訂正処理等

年金記録確認地方第三者委員会への進達書類の内容確認・連絡調整 等

記録訂正の申立て等に基づく実態確認調査等の現地的事務

「ねんきん定期便」送付後の相談、記録調査等

年金記録確認地方第三者委員会への申立てに関する窓口対応 等

記録訂正の申立て等に基づく実態確認調査等の現地的事務

「ねんきん定期便」送付後の相談、記録調査等

年金記録確認地方第三者委員会への申立てに関する窓口対応 等

業務集中時・滞留時等

における人的支援
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３．ブロック本部について

【日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画（平成20年7月29日閣議決定）におけるブロック本部の位置付け】

○地域ブロック単位のブロック本部については、三層構造問題の解決、本部によるガバナンスの強化を図る
ワンステップとして設置するが、その組織体制はできる限りスリムな必要最小限のものとする。

○また、年金事務所への必要な権限委譲を進めることなどを通じて、ブロック本部そのものの必要性を含めた
見直しについて、機構の理事長の判断によって適時適切な検討が加えられるものとする。

○ブロック本部は、これまで都道府県事務局が担ってきた機能を９つのブロック単位に集約した上でこれをそ
のまま引き継ぐというものではなく、本部と現場（年金事務所）とが直結した体制を基本とする組織再編を行
う中で、本部の現場（年金事務所）に対するコンサルテ－ション機能を補完する（機能の一部を担う）存在と
して位置付けられるものである。

○このような体制を実効あるものとするため、本部の事業企画部門、事業管理部門には現場実務に精通した
地方庁出身職員を相当程度配置する。

○また、ブロック本部が本部の現場（年金事務所）に対するコンサルテ－ション機能の一部を担うに当たって
は、ブロック本部において行うことがより効果的、効率的であると考えられるものを中心に行うこととし、事務
所に対する実地の指導・支援に軸足を置くものとする。

○なお、機構設立後の業務の安定化の状況を踏まえ、より効果的な業務執行体制を構築するという観点から、
ブロック本部の更なるスリム化を含め、その在り方を検討する。
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４．リスク・コンプライアンス体制

●コンプライアンス確保・リスク管理を担当する「リスク・コンプライアンス部」を、業務部門を直接担当しない副理事長の下に設置

●コンプライアンス問題事案・リスク情報についてはリスク・コンプライアンス部で一元的に把握（お客様の声などから把握された
これらの事案・情報については、関係各部門を通じてリスク・コンプライアンス部に伝達）

●副理事長は、重要事案について、理事長への情報伝達を適時適切に行うとともに、必要に応じて理事長の指示を求める

【本部】

【ブロック本部】
ﾌﾞﾛｯｸ本部長

年金事務所長 各部署
お客様の声の傾聴、情報の把握・伝達

各部門

お客様の声の傾聴、
情報の把握・伝達

ｻｰﾋﾞｽ推進部

【年金事務所】

リスク・コンプライアンス部

品質管理部

お客様の声
業務改善提案
ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（現場から本部
へ直接伝達）

副所長

[統括管理部門]

（●お客様の声責任者）

情報
伝達

情報
伝達

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
問題事案
ﾘｽｸ情報

事件･事故･
事務処理誤り

●統括ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者
●統括ﾘｽｸ管理責任者

各部署
お客様の声の傾聴、情報の把握・伝達

お客様
の声

改善
提案

業務
ﾅﾚｯｼﾞ

事件･事故･
事務処理誤り

[事業企画部門]

業務上の
報告

情報
伝達

公表

●ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者
●ﾘｽｸ管理責任者

●ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者
●ﾘｽｸ管理責任者

●ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者
●ﾘｽｸ管理責任者

理事長

内部通報窓口

外部通報窓口

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ問題事案・ﾘｽｸ情報を一元的に把握
ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ調査の実施

内部監査部門
監査によるｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ問題事案・ﾘ
ｽｸ情報の探知

連携

経営企画部
広報ｸﾞﾙｰﾌﾟ

報道対応（事件・事故・事
務処理誤り等）

【ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会】【ﾘｽｸ管理委員会】

副理事長
審議
指示

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ問題事案 ﾘｽｸ情報

連携
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５．広報・広聴体制

【年金事務所】

【本部】

【ブロック本部】

運営評議会
被保険者、事業主、受給
権者等の意見を反映

品質管理部

業務の品質管理・
標準化の企画（ﾏ
ﾆｭｱﾙの総合的管
理）

サービス推進部

[事業企画部門]

年金事業運営の第一線機関として、窓口･対人ｻｰﾋﾞｽを展開
お客様の声の傾聴、情報の把握・伝達

審議・指示

サービス改善委員会
業務運営の改善施策の審
議・指示・評価等

報告・
改善提案

(現場から本部
へ直接伝達)

各部門
お客様の声の傾聴、情報
の把握・伝達

ﾏﾆｭｱﾙの整備

報告・
改善提案

●お客様の声責任者

お客様の声の傾聴、情報の把握・伝達

お客様ﾓﾆﾀｰ会議

理事長

●統括管理部門に、 事件・事故・事務処理誤り等に係る報道対応（クライシスコミュニケーション）を担当するとともに、業務運営
や組織運営に係る情報公開を担当する広報担当部署を設置

●お客様の声や改善提案を一元的に把握するとともに、ＣＳ調査などサービス改善に係る企画を一元的に担当する「サービス推
進部」を設置し、広聴機能を強化

●サービス推進部と広報担当部署の連携により、お客様の声やその反映状況などについて、戦略性を持って国民に分かり易く
親切な情報提供を実施

国

民

お客様
の声

改善
提案

お客様
満足度
ｱﾝｹｰﾄ

窓口実
態調査

お客様の声・改善提案について一元的に把握
お客様の声データベースの構築

連
携

報告・
改善意見

[統括管理部門]

経営企画部
広報ｸﾞﾙｰﾌﾟ

報道対応（事件・事故・事
務処理誤り等）

業務目標や成果、お客様
の声やその反映状況につ
いて年次報告書（ｱﾆｭｱﾙ
ﾚﾎﾟｰﾄ）等による情報公開

分かり易く親切な情報提供連
携

公表

お客様
の声

お客様
の声

お客様
の声
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６．システム部門の体制（機構設立時）

シ

ス

テ

ム

部

門

支

援
（ベ
ン
ダ
ー
）

業務支援システム企画Ｇ

システム企画部

制度改正システム企画Ｇ

業務改善システム企画Ｇ

記録管理システム運用Ｇ

システム運用部

システム設備運用Ｇ

年金給付システム運用Ｇ

システム統括部

ＩＴ・システム統括Ｇ

システム刷新開発Ｇ

システム刷新企画Ｇ

プロジェクトマネージャー

業務支援システム開発Ｇ

システム開発部

年金給付システム開発１～３年金給付システム開発１～３
年金給付システム開発１～３Ｇ

年金給付システム開発１～３年金給付システム開発１～３
記録管理システム開発１～３Ｇ

シ
ス
テ
ム
部
門
担
当
理
事
（Ｃ
Ｉ
Ｏ
）

ＩＴ・システム統括Ｇは、システムリスクの統括管理、事業
継続計画の策定・実行、ＩＴ中期計画・年度計画の策定、
情報セキュリティ対策、ＩＴ専門人材の育成、システム開
発等に係る厚生労働省との調整の総括等、機構ＬＡＮの
改善を含む機構全体のＩＴガバナンスを横断的に統括。

システム刷新企画Ｇ、システム刷新開発Ｇは、当面、記
録管理システムの刷新に係る企画、開発のプロジェクト
体制として設置。開発工程の進捗に合わせて、柔軟に人
員を調整。

今後とも、システム刷新のような大規模プロジェクトが計
画される際は、そのシステム企画や開発について、シス
テム統括部にプロジェクト体制を設置。

制度改正システム企画Ｇ、業務改善システム企画Ｇは、
当面、現行システムの改修に係るシステム企画を担当。

年金給付システム開発各Ｇ、記録管理システム開発各
Ｇは、当面、現行システムの改修に係るシステム開発を
担当。

システム刷新後は、刷新後のシステムにおける制度改
正、業務改善のシステム開発を担当。その際、プロジェ
クトメンバーとして、刷新システムの開発に携わったス
タッフを一定程度シフトさせることにより、円滑に業務を
引継ぎ。

年金給付システム運用Ｇ、記録管理システム運用Ｇは、
当面、現行システムの運用を担当。

システム刷新の運用テスト段階にあっては、円滑なシス
テム移行の観点から、過渡期的に、現行システムと刷新
システムの運用体制を二重に配置する検討も必要。
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（参考１）組織の骨格（案）に関するこれまでの主な指摘事項について

○年金記録問題への対応体制

○ブロック本部について

○リスク・コンプライアンス体制

○広報・広聴体制

○システム部門の体制（機構設立時）

●組織づくりの視点及び具体的な組織設計に「年金記録問題解決のため」の考えを明確に盛り込むことが必要。

●年金記録問題への対応に関する「司令塔」が必要であり、その体制をどう構築するか整理が必要。

●組織階層はフラットを旨とすべきであり、ブロック本部の機能は、集中事務処理センターなど業務処理上不可欠
な部分に限定し、更なるスリム化を図り、それ以外の部分は、本部在勤のブロック担当で対応すること。

●３１２の年金事務所の管理を中央本部で一括して行うことは事実上不可能。ある程度のスリム化は必要とはい
え、中間管理部門として十分機能するだけの要員は必要。

●リスク・コンプライアンス部など内部統制に関わる部署を集約すべき。

●リスク・コンプライアンス部については、本部から切り離して理事長直轄とすべき。

●内外からの「広聴機能」を強化し、これに内外への「広報機能」とを併せた「広報・広聴一体化」部署を設けること。

●広報と併せて広聴を行うことが重要。戦略的な広報が必要であり、公約の達成状況が分かる「アニュアルレ
ポート」を作成し、理事長の直轄業務に位置付けること。

●システム管理部門について、開発企画、開発、運用の各部署を設けた上でそれぞれ現行システムと刷新システ
ムを担当させるのか、逆に、現行システムと刷新システムで部署を分けた上でそれぞれ開発企画、開発、運用
を担当させるのか、整理が必要。
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第５回設立委員会（平成２１年１月２９日）提出資料
「日本年金機構の組織の骨格（案）」（抜粋）

（参考２）



○組織の骨格及び人員構成案
①機構本部の内部組織 　　　　※（　　）内「Ｇ」はグループ

　

研修センター部（管理Ｇ、研修Ｇ）
会計部（出納Ｇ、管財Ｇ）

（注）人員構成には、正規職員に加えて地域限定期限付職員（仮称）(機構設立後の人員削減計画を踏まえ、あらかじめ社会保険庁の常勤職員を有期雇用化する職員)を含む。

理　　事
(システム管理部門担当)

障害年金業務部（障害年金１～２Ｇ）

監査部（監査企画Ｇ、本部監査Ｇ、監査１～９Ｇ）

400人程度

１30人程度

ｼｽﾃﾑ企画部（制度改正ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務改善ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ企画Ｇ）

ｼｽﾃﾑ開発部（年金給付ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、記録管理ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ開発G）

理　　事
（事業管理部門担当）

理　　事
（事業企画部門担当）

事業企画部（事業企画Ｇ、事業統計Ｇ、国際事業Ｇ）

品質管理部（品質管理Ｇ、外部委託管理Ｇ）

記録問題対策部（記録問題対策Ｇ、記録整備事業Ｇ）

厚生年金保険部（適用企画指導Ｇ、徴収企画指導Ｇ）

サービス推進部（サービス推進Ｇ、業務改善Ｇ、お客様相談室Ｇ）

理 事 長

理　　事
(人事・会計部門担当)

副理事長
(統括管理部門担当)

人事管理部（人事Ｇ、人事評価Ｇ、採用・育成Ｇ）
労務管理部（労務管理Ｇ、安全衛生・厚生Ｇ、給与Ｇ）

監事室

国民年金部（適用収納企画指導Ｇ、強制徴収企画指導Ｇ）

年金給付部（給付企画Ｇ、給付指導Ｇ）

経営企画部（経営企画Ｇ、総合調整Ｇ、広報Ｇ）

年金相談部（相談企画Ｇ、相談指導Ｇ、第１ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第２ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第３ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ）

リスク・コンプライアンス部（コンプライアンス・法務Ｇ、リスク管理Ｇ）
総務部（総務Ｇ、個人情報保護Ｇ、情報公開Ｇ）

予算管理部（予算管理１～２Ｇ）
調達部（調達１～２Ｇ）

200人程度

ｼｽﾃﾑ統括部（IT・ｼｽﾃﾑ統括Ｇ、ｼｽﾃﾑ刷新企画G、ｼｽﾃﾑ刷新開発G）

理　　事
(南関東ブロック本部長)

40人程度

100人程度

110人程度

70人程度

理　　事
(全国一括業務部門担当)

業務管理部（業務管理Ｇ、業務調整Ｇ）
記録管理部（記録管理Ｇ、記録業務Ｇ、記録提供Ｇ）

理　　事
(近畿ブロック本部長)

監　事
（２）

非常勤理事
（４）

ｼｽﾃﾑ運用部（ｼｽﾃﾑ設備運用Ｇ、年金給付ｼｽﾃﾑ運用G、記録管理ｼｽﾃﾑ運用G）

支払業務部（支払１～１２Ｇ）
業務部（債権整理・調査Ｇ、渉外業務Ｇ）

理事長、副理事長、常勤理事（７）、監事（２）　　　　２８部・室　９１グループ　　　　　   　　合計：１０６０人程度
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本部監査部監査スタッフ（地方ブロック本部駐在）

　　○地方ブロック本部の配置案（管下の事業規模や地域性等を勘案して、９カ所の地方ブロック本部を配置）
   　　※（　　）内は管轄区域。アンダーラインの都道府県はブロック本部の所在地を示す。
　　　①北海道ブロック本部（北海道）、②東北ブロック本部（宮城、青森、岩手、秋田、山形、福島）、③北関東・信越ブロック本部（埼玉、茨城、栃木、群馬、新潟、長野）

　　　④南関東ブロック本部（東京、千葉、神奈川、山梨）、⑤中部ブロック本部（愛知、富山、石川、岐阜、静岡、三重）

　　　⑥近畿ブロック本部（大阪、福井、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）、⑦中国ブロック本部（広島、鳥取、島根、岡山、山口）

　　　⑧四国ブロック本部（香川、徳島、愛媛、高知）、⑨九州ブロック本部（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）

　　○機構設立時における事務センターは、都道府県単位に４７ヶ所設置するが、その後の刷新システムの稼働後２年以内に順次ブロック単位に集約する予定。

80人程度

事務センター平均

65人程度

20人程度

35人程度

 ②地方ブロック本部（標準的なブロック本部）の内部組織

ブロック本部合計

※部の編成は、ブロック本部の規模により相違する。

25人程度理事長
ブロック
本部長

管　理　部

適用・徴収支援部

相談・給付支援部

・
・
・
・

◆ブロック内の組織・業務の総合的管理
◆年金記録問題の総合的進捗管理・調整
◆コンプライアンス・リスク対策の徹底
◆地域的会計事務
◆一般職群の人事異動、労務管理

◆相談・給付業務の事務所指導・支援
◆年金教育の実施
◆地域の関係機関等との協力・連携

◆各業務の目標設定・進捗管理
◆適用・徴収の困難事案に対する事務所支援
◆業務マニュアルに基づく業務の指導・徹底

◆対面を要しない業務の効率的な実施
◆届書等の審査・入力・決定等の事務、
　通知等の交付事務
◆委託業務の業務内容の現地的管理・監視
◆コンピュータ記録と紙台帳との記録の突合せ

事務センター
（都道府県単位）

副センター長

（注）各部及び事務センターの下に、業務機能に応じて複数のグループを設置

４７事務センター　合計：３０５０人程度

９ブロック　　合計：７４０人程度
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 ③年金事務所（標準的な年金事務所）の内部組織

25人程度

合　計

副所長所長
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◆ 事業所指導、事業所調査
◆ 未適用事業所の職権適用

◆ 厚生年金保険料の納付督励
◆ 滞納保険料に対する滞納処分

◆ 所得に応じた収納対策
◆ 未納保険料の強制徴収
◆ 市町村等との連携

◆ 年金記録問題対応の事実調査確認等

◆ 来訪相談
◆ 出張相談

３１２年金事務所 　合計：７４３０人程度
※　「年金記録課」の課長については、副所長が兼務する。

厚生年金適用調査課

厚生年金徴収課

国民年金課

年金記録課

お客様相談室

※お客様の声責任者
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【本部・ブロック本部・年金事務所の機能】

ｼｽﾃﾑ開発・管理・
運用
全国一括業務
ｺｰﾙｾﾝﾀｰ

本

部

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・リスク管理
人事管理（本部・地方管理職）
予算執行管理、調達・契約

目標設定、実績評価
ｻｰﾋﾞｽ推進、業務改善
業務の標準化
外部委託の横断的管理・評価

ブ
ロ
ッ
ク
本
部

組織管理機能 事業実施機能業務管理機能 監査機能

業務監査
会計監査
ｼｽﾃﾑ監査

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・リスク管理
人事管理（一般職群）
現地的な調達・契約

現場業務の指導・支援
外部委託の現地的管理
地域の関係機関との連携
強化・ｻｰﾋﾞｽ推進

事務ｾﾝﾀｰ
（集約業務）

年
金
事
務
所

事務所としての目標設定
目標達成への取組
ﾏﾆｭｱﾙに基づく業務執行

お客様の声の把握
ｻｰﾋﾞｽ改善の取組
本部への業務改善提案

◆業務企画 ◆調達・支払業務 ◆給与・旅費業務 ◆内部監査

本部への機能集約（ﾌﾞﾛｯｸ本部のｽﾘﾑ化）

○本部の管理部門・企
画部門を拡充しガバ
ナンスを強化

○本部は現場の声を吸
収した上で、現場に
対し的確な指示

○ブロック本部は、本
部の指示を年金事務
所に徹底させるとと
もに、事務所業務を
後方支援

※事業所の調査・職権適
用、強制徴収、年金相
談などの地域に密着した
対人業務に集中

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸ管理

◆対面を要しない審査業務等
の集約化を徹底

事務ｾﾝﾀｰへの機能集約◆所内の一般職群の人員配置
◆現地性または緊急性を伴う少額調達案件の執行
◆ﾘｽｸ情報やお客様の声は本部へ直接伝達

事務所への機能（権限）委譲
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